別記様式第２号（第５条関係）

別記様式第２号（第５条関係、第９条関係）

補助対象事業計画（実績）書
１　工場等取得者（補助対象事業者）の概要
1 法人名

2 代表者職・氏名

3 本社所在地（登記上の所在地）
4 設立年月日　　　　　　年　　月　　日
5 資本金　　　　　　　　　百万円（　　　　　　年　　月現在）

6 売上高　　　　　　　　　百万円（　　　　　　年度）

7 経常利益　　　　　 　　 百万円（　　　　　　年度）

8 決算期　　　　　　　　　月　～　　　月

9 　従業員数（名）　　　　　　　（　　　　年　　月現在）
	正社員
	派遣･パート
	合計

	
	
	


  ⑩ 業種及び主要製品名
  ⑪ 大企業・中小企業の別：　　大企業　・　中小企業

12 役員

	役職名
	氏名
	役職名
	氏名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


13 系列会社

	
	
	

	
	
	


２　操業者の概要（□補助対象者と同じ）

＊操業者と補助対象者が同一の場合は上記□にﾚﾁｪｯｸし、①～⑨の記載は省略してください。
1 法人名

2 代表者職・氏名

3 本社所在地（登記上の所在地）

④ 設立年月日　　　　　　年　　月　　日

⑤ 資本金　　　　　　　　　百万円（　　　　　　年　　月現在）

⑥ 従業員数（名）　　　　　　　（　　　　年　　月現在）
	正社員
	派遣･パート
	合計

	
	
	


⑦ 業種及び主要製品名：
⑧ 大企業・中小企業の別：　　大企業　・　中小企業

⑨ 栃木県内に所在する工場等の概要
	
	１
	２
	３

	工場等の名称
	
	
	

	所在地住所
	
	
	

	操業開始年月日

（操業年数）
	(　　　　年)
	(　　　　年)
	(　　　　年)

	基準日における常用雇用者(人)
	
	
	

	内
	正社員
	
	
	

	
	ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ
	
	
	

	訳
	その他
	
	
	


　＊補助対象事業となる工場等の番号を○で囲むこと。

＊操業開始年月日を明らかにする書類（会社沿革等）を添付すること。
＊「基準日」：工場等の工事請負契約日又は当該契約日の属する月の初日（大規模生産設備投資の場合は、計画届出書提出月の初日）。
＊「常用雇用者」：労働基準法（昭和22年法律第29号）第107条に規定する労働者名簿に登載された雇用者であって、６月を超える雇用実績を有し、引き続き雇用が予定されている者をいう。（※派遣社員は対象外）
３　工場等の概要
1 工場等の名称
2 所在地　住　所：
（産業団地の場合は団地名）：
3 工場等で行う業種及び主要製品等※
	業種

	


業種は、製造業（研究所を含む）・植物工場（研究所を含む）・道路貨物運送業・倉庫業・こん包業から選択してください。

	主要製品等

	


4 工場等の建設計画（実績）
　ⅰ用地取得日：　　　　　年　　月　　日

ⅱ建築工事契約日：　　　　　年　　月　　日

ⅲ建築工事着工日：　　　　　年　　月　　日

ⅳ建築工事完成日：　　　　　年　　月　　日

ⅴ操業開始日：　　　　　年　　月　　日

5 土地と建物の面積
	敷地面積
	㎡

	建築面積
	㎡

	延床面積
	㎡


	6 建築計画

　
	延床面積
	工事期間

	工場①
	㎡
	年　月～　年　月

	工場②
	㎡
	年　月～　年　月

	事務所
	㎡
	年　月～　年　月

	倉　庫
	㎡
	年　月～　年　月

	研究所
	㎡
	年　月～　年　月

	その他

（　　　　　）
	㎡
	年　月～　年　月


7 投資額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	　
	投資額
	財源内訳

	
	
	補助金
	融資
	自己資本
	その他

	建物
	
	
	
	
	


＊投資額が確認できる書類（契約書及び見積書等）及び計画図面、工程表を添付してください。
8 補助事業の目的及び内容
9  雇用計画（実績）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	区　　分
	基　準　日

(　　年　　月)
	操業時又は申請時

(　　年　　月)
	最終目標時

(　　年　　月)

	常用雇用者
	
	
	

	内
	正社員
	
	
	

	訳
	ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	合　　計
	
	
	


　＊「基準日」欄は工場等の工事請負契約日又は当該契約日の属する月の初日（大規模生産設備投資の場合は、計画届出書提出月の初日）の実雇用者数を記入してください。

　 ＊「操業時又は申請時」欄は、計画時点では操業時の計画雇用者数を、補助申請時点では申請日又は当該申請日の属する月の初日の実雇用者数を記入してください。

＊「最終目標時」欄は、補助対象事業における最終目標時点における計画雇用者数を記入してください。
＊「常用雇用者」欄には、労働基準法（昭和22年法律第29号）第107条に規定する労働者名簿に登載された雇用者であって、６月を超える雇用実績を有し、引き続き雇用が予定されている者（※派遣社員は対象外）を記載してください。
⑩ 生産設備取得計画
生産設備取得額　　　　　　　　　　　　百万円
＊大規模生産設備投資の場合は生産設備取得計画（申請時においては発注書等）を添付してください。
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